
株式買入等基本要領

１．趣  旨

 この基本要領は、金融機関による保有株式の価格変動リスク軽減努力を

さらに促し、金融システムの安定を確保するとともに、金融機関が不良債

権問題の克服に着実に取り組める環境の整備を図る趣旨から、本行が金融

機関の保有する株式の買入等を行うために必要な基本的事項を定めるも

のとする。

２．買入店

 本店（業務局）とする。

３．買入対象先

 この基本要領に基づく株式買入の相手方となることを希望する銀行（銀

行法（昭和 56 年法律第 59 号）第 2条第 1項に規定する銀行をいう。た

だし、同法第 47 条第 2項に規定する外国銀行支店、整理回収機構および

預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀

行を除く。）のうち、別に定めるところに従い本行が選定した先とする。

４．買入対象株式

 証券取引所（証券取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 2条第 14 項に規

定する証券取引所をいう。以下同じ。）に上場されている株式（日本法に

準拠して設立された株式会社の発行する株式に限る。）のうち、買入対象

先が買入の申込を行う時点で、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。
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(1)  買入対象先が所有する株式であること

(2)  発行者である会社（以下「発行会社」という。）の長期の債務を履

行する能力について、本行が適当と認める格付機関から格付を付与さ

れており、その付与された格付がいずれも BBB格相当以上であること

(3)  証券取引所において、売買の成立した日数が年間 200 日以上あり、

かつ当該証券取引所で行われた年間の売買の累計額が 200 億円以上で

あること

(4)  株券等の保管及び振替に関する法律（昭和 59 年法律第 30 号）第 2

条第 2 項に規定する保管振替機関が同法に基づく取扱いを行うことに

ついて、あらかじめ発行会社から同意を得ていること

(5)  銀行等の株式等の保有の制限に関する内閣府令（平成 14 年内閣府

令第 4号）第 2条第 1項第 2号または第 4号に掲げる株式でないこと

(6)  当座勘定取引の相手方である金融機関等（以下「取引先」という。）

または取引先の親会社、子会社もしくは関連会社（別表１に定めるも

のをいう。）が発行する株式でないこと

(7)  買入申込日において、証券取引所で売買が成立した株式であって、

同所の立会時間中に売買の呼値が同所の定める値幅の下限価格により

行われた株式または買入申込日に同所の定めにより売買停止もしくは

これに類する措置が取られた株式でないこと

５．買入方式

(1)  本行が、本行を委託者兼受益者とし、信託銀行（金融機関の信託業務



の兼営等に関する法律（昭和 18 年法律第 43 号）第 1条第 1項の認可を

受けて信託業務を営む銀行をいう。以下同じ。）を受託者とする金銭の信

託を行い、当該金銭の信託にかかる信託財産として、買入対象先から株式

を買入れる方式とする。

(2)  (1) の受託者は、別に定めるところに従い本行が選定した先とする。

６．買入価格

 買入申込日の証券取引所における売買高加重平均価格または最終の売買

成立価格のいずれか低い価格とする。

７．買入を行う期間等

(1)   株式の買入は平成 15 年 9 月末まで行う。ただし、同月末までの累計

買入額が８．（1）の買入限度額に満たない場合には、政策委員会の議決を

経て、平成 16 年 9月末まで株式の買入を行い得るものとする。

(2)  買入の申込みは、原則として、毎営業日受付けるものとする。

８．買入限度額等

(1)   株式の買入の総額は 2兆円を限度とする。

(2)   買入対象先別の買入限度額は、買入申込日の直前期末（中間期末を含

む。）における銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律（平成 13 年

法律第 131 号）第 3 条第 1 項に規定する株式等の保有額から基本的項目

の額（銀行法第 14 条の 2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件

（平成 5 年大蔵省告示第 55 号）に定める基本的項目の額をいう。）を控



除した額または累計５千億円のいずれか低い額とする。

(3)  買入対象株式別の買入限度は、当該株式の総株主の議決権の 5％とする。

ただし、総株主の議決権の 5％を超えない場合であっても、当該株式の買

入額が別表２に定める金額に達する場合には、当該金額を買入限度とする。

(4)  買入対象先から４．の買入対象株式の買入申込を受付けた場合には、(1)

から(3) までの限度を超えるときを除き、申込に応じる。

(5)  買入対象先名、買入対象先別の買入額等個別の取引に係る内容は、公表

しないものとする。

  

９．買入れた株式の議決権行使

次に掲げる事項を考慮して議決権行使の指針を定め、本行が別に定めると

ころにより選定する受託者(信託銀行に限る。)に、当該指針の範囲で善管

注意義務に従って株式の議決権を行使させるものとする。

(1)   議決権行使は本行の経済的利益を増大することを目的として行わ

れること

(2)   株主の利益を最大にするような企業経営が行われるよう議決権を

行使すること

１０．買入れた株式の処分

(1)    買入れた株式は、原則として、平成 19 年 9月末まで処分を行わない。

ただし、次の各号に掲げる場合には、この限りでない。

イ．発行会社から時価による自社株買入の要請を受けた場合（本行に損



失が発生しない場合に限る。）

ロ．買入れた株式に関し単元未満株を取得した場合

ハ．買入れた株式の発行会社の減資等により、本行の保有する当該株式

の数が総株主の議決権の 5％を超えた場合（総株主の議決権の 5％を超

える部分の処分に限る。）

ニ．買入れた株式が証券取引所の定めにより監理ポストまたは整理ポス

トに割当てられた場合

 (2)  平成 19 年 9月末において保有する株式は、平成 29 年 9月末までに、

株式市場の情勢を勘案し、適正な対価で処分するものとする。

(3)  次に掲げる事項を考慮して株式の処分の指針を定め、本行が別に定め

るところにより選定する受託者（信託銀行に限る。）に当該指針の範囲で

善管注意義務に従って株式を処分させるものとする。

イ．本行の損失発生を極力回避すること

ロ．処分時期の分散に配慮すること等により、本行の株式処分により株

式市場に与える影響を極力回避すること

１１．株式取引損失引当金

 株式の時価の総額が帳簿価額の総額を下回る場合に、その差額に対して

上半期末および事業年度末に計上する。



１２．その他

 この基本要領を実施するために必要となる具体的事項については、別に

定める。

  



取引先の親会社、子会社または関連会社

     ４．（6）に規定する親会社、子会社または関連会社の定義は、次の

とおりとする。

親会社  財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年

大蔵省令第 59 号、以下「財務諸表等規則」という。）第 8条第 3

項および第 4項に規定する親会社

子会社  財務諸表等規則第 8条第 3項、第 4項および第 7項に規定する

子会社

関連会社  財務諸表等規則第 8条第 5項および第 6項に規定する関連会社
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買入対象株式別の買入限度額

     ８．（3）に規定する金額は、買入の申込が行われた株式の発行会社

の格付および当該株式の年間売買高に応じ、次のとおりとする。

格付（注 1）

年間売買高（注 2）

A格相当以上 BBB格相当

2,000 億円以上 1,000 億円 500 億円

1,000 億円以上

2,000 億円未満
  500 億円 250 億円

  500 億円以上

1,000 億円未満
  250 億円 125 億円

  200 億円以上

  500 億円未満
  100 億円  50 億円

（注１） 格付は、買入申込が行われる時点で、株式の発行会社がその

長期の債務を履行する能力について、４．（2）に規定する格付

機関から付与されている最低位の格付をいう。

（注２） 証券取引所で行われた 1年間の売買の累計額をいう。
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